
（単位：億円）

歳入（財調・県債基金繰入は含まず） Ａ 5,473 5,329 5,438 5,368 5,252 5,278

県税・地方消費税清算金・地方譲与税 2,052 2,098 2,076 2,073 2,070 2,066

地方交付税 1,672 1,679 1,652 1,645 1,636 1,636

県債 550 451 622 650 566 626

その他の歳入 1,199 1,101 1,088 1,000 980 950

歳出 Ｂ 5,503 5,329 5,504 5,459 5,377 5,414

人件費 1,433 1,385 1,408 1,375 1,392 1,378

公債費 807 777 747 729 687 663

投資的経費 856 736 1,033 1,051 984 1,040

その他の歳出 2,407 2,431 2,316 2,304 2,314 2,333

要調整額 Ｃ＝Ａ-Ｂ ▲30 0 ▲66 ▲91 ▲125 ▲136

差　　　引 Ｃ＋Ｄ 0 0 ▲66 ▲91 ▲125 ▲136

県債残高 ａ 9,502 9,233 9,127 9,077 8,989 9,087

うち、交付税で措置される額 ｂ 5,947 5,739 5,643 5,500 5,204 5,112

うち、交付税措置以外の額 ａ－ｂ 3,555 3,494 3,484 3,577 3,785 3,975

交付税措置の割合 ｂ／ａ×１００ 62.6% 62.2% 61.8% 60.6% 57.9% 56.3%

※令和４年度県債残高は、２月補正予算（開会日提出分）後ベース。

 【令和６年度以降の試算方法】
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［歳入］
　　・県税・地方消費税清算金・地方譲与税
　　　　　　　　　　　　 内閣府「中長期の経済財政に関する試算（令和５年１月）」の名目経
　　　　　　　　　　　　 済成長率（ベースラインケース）を参考に試算
　　　　　　　　　　　　 税率は令和５年の税率に基づき試算
　　・地方交付税　　　　 地方財政計画（総務省）を参考に試算
　　・県債　　　　　     臨時財政対策債は、令和５年度同額
　　　　　　　　　　     その他は歳出連動
　　・その他の歳入　     一般財源は令和５年度同額（可能なものは個別積算）、特定財源は歳
　　　　　　　　　　　　 出連動

［歳出］
　　・人件費（給与費）　教職員数は児童・生徒数の推計から試算、その他の職員数は令和５年度
　　　　　　　　　　　　同数
　　　　　　　　　　　　退職手当は個別推計
　　・公債費　　　　　　既発債の公債費に今後の県債発行に伴う公債費を加算
　　・投資的経費　　　　可能なものは個別積算
　　　　　　　　　　　　その他は令和５年度同額
　　・その他の歳出　　　可能なものは個別積算
　　　　　　　　　　　　その他は令和５年度同額


